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はじめに

　「チャリティ」といった言葉を聞いてどの
ような印象を持つだろうか。社会において
困った人に無償で資産を投じる「善行」を
想像するのではないだろうか。オックスフ
ォード英語辞典に拠れば、“charity”という
単語はキリスト教の同胞愛に由来するとさ
れ、人類愛を意味する。公益信託の文脈では、

“charity”だけでなく、寄付（donation）や
慈善（philanthropy）といった「善行」を連
想させる美しい言葉が並ぶ。そもそも「信託」
は、“trust”＝「信頼」という言葉によるもの
である。
　アメリカで公益信託（charitable trust）は、
特定の公益目的（charitable purpose）のた

めに、財産を贈与したり寄付したりする場合
に成立する（1）。たとえば、新型コロナウイル
スのワクチン研究という目的のために A 大
学に寄付をする場合、公益信託が設定される
ことになるだろう（2）。
　現在日本では、公益信託法の改正が議論さ
れている。その中間試案では、美術品などを
公益信託で管理しやすくする改正案が盛り込
まれている（3）。展示などによる文化芸術の普
及向上を目的として、公開や保存のために美
術品を美術館に信託することなどが念頭に置
かれている（4）。
　美術品といったモノの場合、寄付をする人
は自分が所有していたそのモノに、強い愛着
や思い入れを持っている場合が多いのではな
いだろうか。また、金銭を信託財産とする場
合であっても、特定の目的のために寄付する
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場合、何らかの“思い”があるからこそ、寄
付をするのではないだろうか。
　そうなると、こうした寄付者の“思い”に
対応することが求められる。そういった寄付
者の“思い”が踏みにじられた場合、つまり
は受託者に裏切られた場合、寄付をした者は
どうすることができるのだろうか。
　本稿は、公益信託における委託者の当事者
適格という問題から（5）、アメリカの公益信託
の文脈で、寄付者の“思い”がどのように取
り扱われてきたのか考察する。そしてそこか
ら、公益信託の課題について明らかにしよう
とするものである。
　こうした問題について本稿は、信託リステ
イトメントの第 2 版・第 ３ 版、及び現在策
定中の公益非営利組織（charitable nonprofit 
organizations）に関するリステイトメントの
暫定草案における議論（6）、さらにはこれらの
リステイトメントで取り上げられている代表
的な判例を分析することから検討を行う。

Ⅰ．公益信託における当事者適格

　本章では、信託の基本構造を確認した上で、
公益信託の執行に関する訴訟を提起する当事
者適格について、その伝統的な考え方につい
て見る。

Ａ．信託の基本構造
　1.　私益信託
　公益信託の前に、まずは一般的な信託（私
益信託：private trust）の定義を確認してお
こう（7）。信託リステイトメント第 2 版は、信
託について次のように定義している：「信託
は、・・・財産に関する信認関係であり、当
該財産に権原（title）を有する者を他者の利
益のために当該財産を処理するエクイティ上
の義務に服させるものである。こうした関係
は、それを設定する意図の表明の結果として
生じる（8）。」
　こうした説明から、基本において信託で

は ３ 人の登場人物があることがわかるだろ
う（9）。信認関係を軸に、それを設定する意図
を表明する人、当該財産に権原を有する者、
そしてその財産の利益を得る「他者」である。
これら ３ 人はそれぞれ、①設定者（settlor）、
②受託者（trustee）、③受益者（beneficiary）
と呼ばれる。①設定者は信託を設定する
人、②受託者は信託された財産（信託財産：
trust property）を保持する人、そして③信
託として保持される財産から利益を受ける人
が受益者（beneficiary）である（10）。
　設定者が意図を表明するものを信託条項

（terms of trust）といい、受託者は当該信託
の信託条項によって課された義務を負い（11）、
それに加えて信認関係の性質に由来する義務
も負う（12）。典型的には、設定者が信託財産
を受託者に譲渡し（13）、受託者は信認関係の
下、信託条項によって設定されたところに従
って受益者のために当該財産を管理するので
ある。
　財産を保持する者とその財産から利益を受
ける者が異なっており、信託においては信託
財産に関して 2 つの異なる利益が観念され
る（14）。通常、受益者はエクイティ上の利益

（equitable interest）を有し、受託者はコモン・
ロー上の利益（legal interest）を有するとさ
れる（15）。

　2.　公益信託
　これに対して公益信託は、信託リステイト
メント第 2 版において次のように定義されて
いる：「公益信託は、それを設定する意図の
表明の結果として生じる、財産に関する信認
関係であり、当該財産を保持する者を、公益
目的に当該財産を処理するエクイティ上の義
務に服させるものである。」
　先の私益信託と比べてみると、設定者の意
図の表明によって設定され、受託者が信認関
係のもとで財産を管理する義務を負うという
点は共通である（16）。
　一方で、私益信託にはその存在が前提とさ
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れていた受益者となる「他者」が、公益信託
では想定されていない。私益信託の場合は確
定可能な受益者が必要となるが（17）、公益信
託の場合は特定された受益者の存在は必要
とされておらず、通常それが存在しない（18）。
つまり、受託者は特定の誰かとの間に信認関
係を持つわけではないのである（19）。
　一方で、公益信託の場合には、信託財産は
社会の利益となる「公益」目的を達成するた
めに提供されなければならない（20）。私益信
託の場合は、（違法でない限り）いかなる目
的であっても設定可能であるが（21）、公益信
託の場合には、違法でないことに加えて（22）、
公益目的である必要がある。
　公益目的として信託リステイトメントは、

「貧困の救済」、「教育の発展」、「宗教の発展」、
「健康の促進」、「政府や地方自治目的」、「そ
の他、コミュニティに資する目的」を列挙し
ている（23）。最後の要素からもわかるように、
上述の「貧困の救済」や「教育の促進」など
はあくまでも例示であって、コミュニティに
資する同様の性格を持った目的も広く「公益
目的」とされる。いかなる事柄が公益目的と
なるかは時代や場所にもよるため、定まった
基準があるわけではない。その内容は柔軟に
捉えられている（24）。
　なお、公益信託においては、信託財産は公
益目的で提供されなければならない一方で、
信託を設定する委託者がいかなる動機によっ
て財産を提供するのかは問題とならない（25）。
公益信託の場合も委託者は信託条項によっ
て、当該信託財産を一定の公益目的のため
に利用するよう条件を付すことができる（26）。
こうした条件が実行不可能になった場合には

（27）、当該信託は失効（fail）し、当該財産は
委託者へと復帰することもある（28）。

　３.　公益信託における裁判所の役割：信託
違反に対する救済

　信託に関しては、その成り立ちから裁判所
が重要な役割を果たしてきた。信託はその起

源において、委託者が有する財産に関する権
原を、受益者のために使うよう信頼して、受
託者に譲渡するということが行われたことに
由来する。この場合、財産に対する権原は、
形式的には受託者に移転しているので、受託
者がその財産を我が物として処分したとして
も、形式的な判断を行うコモン・ロー裁判所
は救済を与えなかった。しかし、そうした「信
頼に対する受託者の裏切り」に対し、大法官
が救済を与えることで成立してきたのが「信
託」であった。大法官のもとで成立してきた
エクイティ裁判所の後見的な役割こそが、信
託の発展に大きな役割を果たしてきたのであ
る（29）。
　公益信託に関しても、裁判所の後見的な
役割が重要である。現在においても、公益
信託の最終的な監督権限は裁判所にあると
される（30）。裁判所は多くの役割を担ってお
り、上述の公益目的を判断するのも裁判所の
役割である。さらには、信託財産が提供され
た目的を修正するシープレーと呼ばれる手続
や（31）、信託条項からの逸脱を認めるよう求
める手続に関しても（32）、最終的に決定する
のは裁判所の役割となっている。
　そして、受託者がその義務を果たしている
かどうかを判断するのも、裁判所の役割であ
る（33）。先にも述べたように、公益信託にお
いて、委託者は一定の公益目的のために信託
財産を利用するよう条件を付すことができ
る。受託者がそうした条件に従わない場合に
ついても、その矯正には裁判所の関与が必要
になる（34）。

Ｂ．当事者適格
　裁判所は自ら監督権限を行使することも可
能とされるが（35）、通常は誰かが裁判所の関
心を得るために訴訟を提起することが必要と
なる（36）。では、一体誰が訴訟を提起するこ
とができるのだろうか。
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　1.　当事者適格の一般的要件
　たとえ違法行為があったとしても、それだ
けで訴訟が可能となるわけではない。訴訟
を提起する者には当事者適格（standing （to 
sue））がなければならない（37）。当事者適格は、
司法権行使の前提となるものであり、これを
欠く場合はその裁判所は当該事案に管轄権を
及ぼすことができない（38）。つまり、たとえ
実際に重大な違法行為があろうと、それとは
関係なく当事者適格の有無は判断され、訴訟
を提起した者にそれがなければ、そもそも本
案の審理に進むことができないのである。
　アメリカは連邦制をとっており、裁判所も
連邦と各州それぞれに存在し、それぞれが異
なったシステムとなっている。それぞれの法
域において司法権をどのように設定するか
は、各法域の問題であり、そのあり方につい
ては法域ごとに異なる。そのため当事者適格
の具体的な内容についても、連邦裁判所そし
て各州の裁判所でそれぞれ異なっている。
　そのため、あくまでも 1 つの例ということ
になるが、連邦裁判所の当事者適格について
見てみよう。連邦裁判所の司法権の範囲は、
連邦憲法第 ３ 編により「事件または争訟（＝
具体的争訟）」に限定されている。こうした
制約の中で連邦裁判所がいかなる事件に司法
権を行使できるのか、それを決定するのが司
法判断適合性（justiciability）に関する法理
である。当事者適格はその内の 1 つの要素と
され、特定の人がある事柄について裁判所に
裁定を求め提訴するのに適切な当事者である
かを決定する機能を果たす。
　連邦裁判所で当事者適格を示すために原
告は、主張する被告の違法行為に公正に帰
すことができ、請求している救済によって
矯正されるであろう個人的な損害を立証
しなければならない。ここから、憲法上
最低限必要となる ３ つの要素が導き出さ
れる： 1 ．事実上の損害（injury in fact）、
2 ． 帰 着 可 能 性（traceability）、 ３ ． 救 済
可能性（redressability）という ３ つの要素

である（39）。その中でも特に重要なのが事
実上の損害（injury in fact）であり、原告
は自らが、①具体的且つ個別的（concrete 
and particularized） で、 ② 憶 測 や 仮 想 で
はない現実の、または切迫した（actual or 
imminent, not conjectural or hypothetical）、
法的に保護される利益の侵害を被ったことを
示さなければならない。
　また、州裁判所における当事者適格につ
いてニューヨーク州のそれを見てみると（40）、
同州の判例は次のように述べている：「当事
者適格を立証するための一般的な要件とし
て、当事者は自らが当該訴訟を遂行するの
に具体的な利害（concrete interest）を有し
ていることを保証するために、事実上の損
害（injury in fact）、つまりは裁判される事
柄に関する現実の利害（actual stake）を示
さなければならず、裁判所はその面前に司法
判断適合的な争訟を有していなければならな
い（41）。」
　このように、当事者適格についてはある程
度共通して見られる要素として、「具体的な
利害」というものがある。訴訟を提起してい
る当事者に対して具体的な利益の侵害がない
限り、たとえ重大な問題が提起されていよう
とも、その当事者には当事者適格が認められ
ない。これを別な角度から言えば、当事者適
格が認められなければ、たとえ実際に違法行
為が行われていたとしても、その訴訟を通じ
て当該違法行為を矯正することができないこ
とを意味する。

　2.　私益信託における当事者適格
　では、受託者による信託条項違反を訴える
当事者適格は、通常誰に認められるのか。上
述のように、当事者適格は当該訴訟に「具体
的な利害」を有する者にのみ認められる。つ
まり信託違反に関する訴訟においても、その
信託違反に「具体的な利害」を持つ者のみが
当事者適格を有することになる。
　信託の基本構造に関する部分で見たよう
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に、私益信託の場合、信託財産にはコモン・
ロー上の利益とエクイティ上の利益が観念さ
れ、前者は受託者が有するが、後者は受益者
が有する。そのため、受託者に信託違反があ
れば、受益者はそのエクイティ上の利益が害
されることになるので、「具体的な利害」が
あるとして信託違反を訴える当事者適格が認
められる。
　一方で委託者は、信託財産の譲渡によって
コモン・ロー上であれエクイティ上であれ、
自らには何らの利益も残っていない（42）。そ
のため私益信託の委託者は、自らが設定した
信託に関する違反があったとしても、「具体
的な利害」はないとして、伝統的に当事者適
格を認められてこなかった（43）。
　実際に信託リステイトメント第 2 版は、私
益信託の場合について、受益者とその代理人
のみが、受託者に対する信託を執行するた
めの訴訟を提起できるとしている（44）。また、
信託リステイトメント第 ３ 版も、私益信託に
関して、信託の執行に関する当事者適格を受
益者や共同受託者等に認める一方で（45）、委
託者についてはその地位に基づいた当事者適
格を明示的に否定している（46）。

　３.　公益信託における当事者適格
　では、公益信託の場合の当事者適格はどう
であろうか。もちろん、公益信託の場合であ
っても、司法権行使の前提としての当事者適
格が満たされなければ、その者は訴訟を維持
することはできない。そして、当該当事者に
当事者適格が認められるためには、先に示し
た一般的な要件である、当該訴訟に関する「具
体的な利益」という要件が満たされなければ
ならない。つまり、公益信託に関する当事者
適格の問題は、言い換えれば、公益信託にお
いて誰にその執行に関する「具体的な利害」
があるのかという問題といえる。
　伝統的に公益信託に関する当事者適格の場
合、「具体的な利害」という一般的な要件に
加え、さらなる具体的な要件が設定されてき

た。それによって特定の立場の人に当事者適
格が限定されてきたのである（47）。こうした
制限の中で、公益信託の執行に関して当事者
適格が認められてきたのが、（州の）司法長
官であった。

　⒤　公益信託の執行における司法長官の役
割

　公益のために提供された資産の利用に関
し、その保護を目的とした訴訟を提起する
権限は、伝統的に司法長官に委ねられてき
た（48）。こうした司法長官の役割の起源は、
古いイングランドの判例法にも遡るとされ、
公益信託に対する国王の権限に由来するとい
う（49）。現代のアメリカでは、多くの州の制
定法によって、公益信託を執行するための訴
訟を提起する権限が司法長官に付与されてい
る（50）。
　では、現代において、そうした権限を司法
長官に認める理由としてどのような考えがあ
るのだろうか。カリフォルニア州の判決は次
のように述べている：

　「公益信託の受益者は、私益信託の受益
者とは異なり、通常限定されておらず、そ
のため自らのために当該信託を執行するこ
とができない。訴訟の負担を引き受ける者
や信託または公の利益を適切に代理できる
者は通常いないので、司法長官には公の代
表として、公益団体を監督する権限が付与
されてきた（51）。」

　この記述からは、明確に分けて考えられて
はいないけれども、司法長官に権限が委ねら
れるのには 2 つの側面があることが見えてく
る。 1 つは受益者の代理としての側面、もう
1 つは公の代表としての側面である。
　先に述べたように、公益信託の特徴は、私
益信託の場合には限定される必要のあった受
益者が特定されている必要のない点にあっ
た。私益信託の場合、信託違反があれば、受
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益者は自らの利益を害される可能性がある。
そのため、受益者には受託者が信託違反を行
わないか常に目を光らせ、場合によっては訴
訟を提起することも期待できるであろう。
　しかし、公益信託の場合、受益者は「公」
であって、特定された誰かではない（52）。そ
うなると、一方で誰でもが訴えることができ
るということになってしまい、あまたの訴訟
が提起されることにもなりかねない。
　また他方で、世間一般の権限は誰の権限で
もないということにもなりかねない。受益者
は社会の全員といわれても、公益信託による
各人への利益は、通常目に見えるほどではな
いだろう。さらには、全員の権限ということ
は、自分でその権限を行使せずに誰かが行使
するのにフリーライドした方が得策ともい
え、そうなれば結局は誰も執行しなくなって
しまいかねない（53）。このように受託者の行
為を監視する受益者がいないことから、司法
長官には受益者の代理として当事者適格が認
められるのである（54）。
　受益者の代理という考えは判例の中にも見
いだすことができる（55）。たとえば、2009年
のミズーリ州の判決は、公益信託を含む公的
慈善団体に関する司法長官の権限について、

「司法長官は公一般を代表するので、受益者
3 3 3

すべて
3 3 3

（公的慈善団体にとっては、それは世
間一般を意味するわけだが）の代理として

3 3 3 3 3 3

、
公益的寄付の条件を執行することができる

（56）（強調付加）」としている。また、ニュー
ヨーク州の判決も、「一般的なルールは、単
に公益信託の受益者になり得る者や受益者と
なり得る集団に属する者は、当該信託の執行
を求めて訴え出る権利を持たないというもの
である。その代わりに、司法長官が公益目的
の財産処分の受益者を代理する制定法上の権
限及び義務を有するのである（強調付加）」
と述べている（57）。
　しかし、受益者の代理が必要だからといっ
て、なぜそれを司法長官が務めるのだろう
か。それは司法長官が公の代表としての側面

を有するからといえる。信託リステイトメン
ト第 2 版は、司法長官の権限に関して、「コ
ミュニティは公益信託の執行に利害を有する
ので、公益信託を執行するための訴訟は、当
該公益信託が管理されている州の司法長官に
よって提起されうる」としている（58）。
　このように、①受益者の代理が必要となる
公益信託において、司法長官は②公益を体現
するコミュニティの代表として、それを執行
する訴訟を提起する権限が付与されてきた。
受益者の代理と公の代表という 2 つの側面の
結節点が、司法長官だったのである。

　ⅱ　公益信託の執行における委託者（寄付
者：donor）の当事者適格

　公益信託の執行に関する訴訟の当事者適格
について、伝統的な立場は、上記司法長官の
権限を排他的なものとしてきた。つまり、公
益信託の執行のための訴訟を提起することが
できるのは、司法長官のみであった（59）。た
とえば2009年のミズーリ州の判決は、「コモ
ン・ローにおいては、司法長官のみが公益的
贈与の条件を執行する当事者適格を有してい
た」としているし（60）、2015年のユタ州の判
決でも、「一般的なコモン・ローのルールの
もとでは、寄付者ではなく司法長官のみが、
完了した公益的贈与の条件を執行する当事者
適格を有する」としている（61）。
　これは言い換えれば、公益信託の委託者（寄
付者）には、伝統的に当事者適格が認められ
てこなかったことを意味する。その理由とし
ては、たとえ寄付に付した条件が守られなか
ったとしても、そのことに関して当該寄付者
には何らの「具体的な利害」もないと考えら
れたためであった（62）。先に見たように、私
益信託の場合と同様、公益信託の場合も、信
託財産の譲渡（寄付）を完了すると、委託者
には当該信託財産に対する何らの財産権も残
らない。そのため、たとえ当該信託が適切に
執行されなかったとしても、寄付者には何ら
の「具体的な利害」もないと考えられたので
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ある。
　しかしながら、寄付者には自らが付した条
件を守ってもらうという利害があるのではな
いだろうか。寄付者は自らの寄付に条件を付
すことができ、その条件に従ってもらう利益
があるとされる（63）。だからこそ、その条件
を執行するための訴訟を提起する権限が司法
長官に認められているのであった（64）。寄付
をする際に寄付者が持っていた“思い”とい
ったものはどうなってしまうのだろうか。
　裁判所は、寄付者にこうした“思い”があ
ることは認めながらも、それを「具体的な利
害」とは認めてこなかった（65）。1955年のア
イオワ州の判決は、大学に対する寄付に関し
て次のように述べている：

　「原告が当該大学に対して有する唯一の
利害は心情的な（sentimental）ものであ
って、その目的がどんなに賞賛に値する
ものであっても、裁判所の助力を得るた
めの基礎としては不十分である。法が認
めるような金銭的その他の利益（financial 
or other advantage）が当該信託の執行に
よって原告に生じるわけではない。それ
に、原告は訴えている事柄により、いかな
る金銭的損失（financial loss）も被っては
いないのである。社会の一員として当該信
託の執行から利益を得るかもしれないとい
う事実だけでは、訴える権利は認められな
い（66）。（強調付加）」

　このように、当事者適格の前提として必要
となる「具体的な利害」として認められるの
は、あくまでも金銭的な利害であって、寄付
者の“思い”というものは、それに足る位置
づけを与えられてこなかったのである。

Ⅱ．公益信託における当事者適格の近年
の展開

　こうした伝統的な立場に対し、公益信託の

執行に関する訴訟の当事者適格は、近年どの
ように変化しているのだろうか。そしてそう
した変化（あるいは変化していない）背景に
は、一体どういった考えがあるのだろうか。

Ａ．司法長官の役割とその問題点
　伝統的に排他的とされてきた司法長官の権
限であるが、近年それは排他的ではないとい
う点が強調されているようになっている（67）。
では、なぜ司法長官の権限を排他的とするこ
とに疑問が呈されるようになったのであろう
か。これについては、先に指摘した司法長官
が持つ 2 つの側面（①受益者の代理、②公の
代表）それぞれに対応した理由が主張されて
いる。

　1.　受益者の代理としての司法長官の役割
に関する問題点

　①受益者の代理としての司法長官の役割
に関しては、その執行不足が指摘されてき
た（68）。私益信託の受益者と違い、司法長官
は公益信託を執行するインセンティヴに乏し
い。私益信託の受益者は、まさに自らの利益
がかかっているので、受託者によって信託違
反がなされてないか監視し、場合によっては
訴訟を提起するインセンティヴをもつ。しか
し、司法長官は公益信託の執行に関し、私益
信託の受益者のような具体的な利害を持つわ
けではない。そのため、執行活動に適切に取
り組まない可能性があると主張される（69）。
　また、司法長官は資源不足などさまざまな
制約によって、適切な執行活動ができないと
の指摘もある（70）。私益信託の受益者は、ま
さに自らが受益者となっている信託のみに注
力すれば良いけれども、司法長官は 1 つの公
益信託だけを見るわけにもいかず、しかも公
益信託の監督以外にも多くの役割がある。そ
のため、公益信託の執行に関して、受益者の
ようなきめ細かな対応ができるほどの資源を
投入することは不可能である（71）。実際、ア
メリカにおいても、公益信託の執行を行う人
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員はわずかしかいないともいわれる（72）。

　2.　公の代表としての司法長官の役割に関
する問題点

　②公の代表としての役割に関して、司法長
官の執行活動が必ずしも「公益」に合致する
ものではない可能性が指摘されている。政治
的に選出される司法長官による執行活動は、
その政治的な動機によって歪められる可能性
があるというのである（73）。たとえば、ある
公益信託が専らその地域に工場を有する大企
業の株を有しているといった場合に、信託を
監督する立場からすると司法長官は、当該公
益信託にその株を売却して分散投資をさせた
方がよい。その一方で、当該公益信託がその
企業の株を売却した場合、新たな株主が工場
を移転してしまい地元の雇用が失われてしま
う可能性もあるため、地元の反対運動も鑑み
れば、再選を目指す観点から当該公益信託に
株の売却をさせない方がよいといったことも
起りうる（74）。

　３.　「特別の利害関係（special interest）
を持つ者」という例外

　こうした問題意識から、司法長官以外に
も（75）、当該公益信託に対して「特別の利害
関係」を持つ者に、例外的に公益信託の執行
に関する訴訟を提起する権限が認められるよ
うになってきた（76）。そしてその「特別の利
害関係」を持つ者の 1 つとして、公益信託の
委託者（＝寄付者）に当事者適格が認められ
るようになってきたのである（77）。

Ｂ．寄付者への当事者適格付与とそこでの考
え

　では、一体どういった場合に、委託者に対
して当該公益信託の条件を執行するための当
事者適格が認められるのだろうか。言い換え
れば、どういった場合に委託者が「特別な利
害関係」を持つ者になるのかという問題であ
る。

　1.　権利が留保されている場合
　委託者に当事者適格が認められる場合とし
て、委託者が権利を留保している場合があ
る（78）。たとえば、公益信託の委託者が信託
条項において自らに当事者適格を留保してい
る場合である。こうした権限を留保すること
により、委託者は当該信託の執行に特別の利
害関係を持つことになるとされ、当事者適格
が認められる。信託リステイトメント第 ３ 版
のコメントは、「公益信託の条項は、当該信
託を執行する権限、受託者を監督・助言する
権限、そして当該信託の条件を変更する権限
さえ、委託者・・・に留保することができる。
この種の明示的な権限は、当該権限の保持者
に対し、当該公益信託を執行する特別の利害
を、したがって当事者適格を付与する・・・（79）」
と述べている。また、非営利組織リステイト
メント草案も、こうした権限留保の場合に当
事者適格が認められることにつき、ほとんど
議論の対象とさえなってこなかったと指摘し
ている（80）。
　さらに、寄付の条件に従わなかった場合に、
譲渡した財産が寄付者に復帰するような場合
にも、寄付者に当事者適格が認められる（81）。
この場合も、寄付者は当該財産に対して復帰
権という権利を有し、利害関係を保持してい
ると考えられるためである。

　2.　委託者という地位に基づいた当事者適
格

　上述のように、条件に従わなかった場合に
財産が委託者に復帰する場合や、委託者が当
事者適格を留保している場合は、委託者に権
利が残っており、当該信託に「具体的な利害」
があるといえる。しかしながら、近年の考え
方では、委託者が何らの権利を留保していな
い場合であっても、委託者には委託者として
の地位に基づき当事者適格が認められるよう
になってきている。
　こうした考えを端的に示しているのが、信
託リステイトメント第 ３ 版である。「公益信
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託の委託者は、当該信託の公益目的の運用に
特別の利害を有している。したがって、財産
的利益や権限を保持していなくとも、委託
者は公益信託を執行する当事者適格を有す
る・・・（引用省略）（82）」と規定している。
　また非営利組織リステイトメント草案も、
公益信託の委託者にその地位に基づいた当事
者適格を認める立場を取っている。同草案は、
寄付者への当事者適格を制限する伝統的な考
えが21世紀の始まりとともに緩んできたと指
摘し、その結果として現在では多くの州がそ
の地位に基づき、寄付者に当事者適格を認め
るようになっているとする（83）。およそ 4 分
の ３ の州及びコロンビア地区において、留保
の有無にかかわらず、寄付者に信託目的や管
理条件（administrative terms）を執行する
当事者適格を付与する法律が制定されてい
るとも報告している（84）。実際に、たとえば
オレゴン州の法律は、「法や信託文書（trust 
instrument）によって認められた者に加え、
公益信託の委託者は、当該信託を執行する手
続を維持することができる」と規定している
し（85）、アイオワ州の法律も端的に「委託者は、
当該委託者によって設定された公益信託を執
行する訴訟を維持することができる・・・」
と規定している（86）。

　３.　寄付者に当事者適格が認められるよう
になった理由

　このように、その地位に基づいて委託者に
当事者適格を認めるようになったのには、大
きく分けて 2 つの理由がある（87）。
　 1 つ目は、特に司法長官との比較の中で、
委託者こそが自らが設定した公益信託の執行
に「関心」を持つということが主張されてい
る。委託者は、自らの寄付がその目的に沿っ
て利用されることに利害を持つし、自らの意
図が忠実に執行されることに警戒を怠らない
であろうから、司法長官よりもその寄付の
執行に関して関心を持つというのである（88）。
つまり委託者は、司法長官の過小な執行活

動を補う存在として考えられているのであ
る（89）。実際に判例においても、委託者の当
事者適格を認めるときに、司法長官が信託の
条件違反行為を通知されたにもかかわらず適
切な行動を起こさなかったことを指摘してい
る場合がある（90）。
　また 2 つ目として、委託者が執行に関して
持つ「関心」が、「適切」なものであるとい
うことが主張される。先にも述べたように、
公益信託に対する寄付について、執行される
べきは委託者の意図であった。その意図に関
し、委託者は司法長官よりも当然よく知って
いる。したがって、委託者の方が寄付の意図
に沿った執行を行うことが可能であるという
のである。それに委託者は、訴訟によって何
らの金銭的な利益を得る可能性もない。単に
自らの寄付の意図を執行しようとするだけで
あって、当該寄付に無関係の当事者が起こす
ような嫌がらせ的な訴訟を提起する可能性は
低いとも主張されている（91）。

　4.　「心情的な利害」の「具体的な損害」
としての認定

　しかしながら、上述した理由から、委託者
が自らが設定した公益信託を執行する訴訟を
行うことが“望ましい”としても、それだけ
で当該訴訟の遂行が認められるわけではな
い。裁判所が司法権を行使する前提として、
その当事者に当事者適格が認められなければ
ならない。そしてそのためには、先に述べた
ように「具体的な利害」といった要件を満た
す必要がある。
　先に見たように、旧来の考えでは、公益信
託の委託者は、財産的権利をすべて譲渡して
しまっているので、当該公益信託に対して財
産的利害を持たない。委託者が当該公益信託
に対して有するのは、単に「心情的な利害」
だけであり、それは当事者適格の要件である

「具体的な利害」を満たすものではないとさ
れてきた。
　しかしながら、信託リステイトメント第 ３
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版のコメントは、次のように述べている：「生
存している委託者が、指定された信託目的が
実行されるという期待（ expectation） を有し
ているのは明らかであり、少なくとも通常の
場合において、その履行に『特別』の利害を
有する（強調そのまま、引用省略）（92）。」こ
のようにリステイトメントは、委託者が有す
る「期待」といった心情を、当事者適格を基
礎付ける要素として認めるようになっている
のである。
　判例も、寄付者が持つ「名誉心」といった
心情を、当事者適格付与の基礎たる「具体
的な利害」として認定するようになってい
る。この点に関してリステイトメントでも
しばしば取り上げられるニューヨーク州の
Smithers 判決は次のように述べている：

　「・・・寄付者が特定の慈善組織や人類
に対する貢献者として自らの名を末永く刻
もうと望むことは、決して利己的な望みで
はない。こうした望みは人間の本質の中に
深く刻まれたものであり、この手の性格の
寄付においては効果的な動機なのである。
寄付者の名声が長く続くこともまた確か
に、その寄付者が遺産に関して有する深い
関心事である。我々は、寄付者と司法長官
が有する、別個ではあるが関連した利益が、
受益者の代理としてそうした贈与を執行す
る司法長官の当事者適格と同時に寄付者に
対しても自らの贈与の条件を執行する当事
者適格を付与し続けることによって、最も
適切に達成されると結論づける（93）。（引用
等省略）」

　5.　寄付の促進という政策的根拠
　では、金銭的利害とは異なり、抽象的な

「期待」といった「心情的な利害」を「具体
的な利害」として認めるようになった背景に
は、どのような考えがあるのだろうか。委託
者に当事者適格を認める見解から見えてくる
のは、寄付者の心情を重視することが、ひい

ては寄付の促進につながるとの考えである。
　上に引用した Smithers 判決の部分におい
ても、寄付者の「名誉心」といったものが寄
付の動機として理解されており、それを尊重
することが、委託者の遺産管理人への当事者
適格付与の根拠となっていた。また、コモ
ン・ローの法理を維持して公益信託の寄付者
に当事者適格を認めなかったコネティカット
州最高裁判決において、反対意見を述べた
McDonald 裁判官（Berdon 裁判官同調）は
次のように述べている：

　「・・本判決は単に、寄付者の言葉を借
りれば『寄付者を裏切り』、選ばれし司法
長官がそれについて何もしない限りにおい
て、罰を受けない受贈者というものを認め
ただけである。
　本判決により、コネティカットの大学に
対する寄付は促進されないだろう。なぜ、
コネティカットという、約束を尊重する素
晴らしい学校を多く有する州が、こうした
悲惨な実務を後押しし、当州で教育機関に
対する贈与に萎縮効果を持つような雰囲気
を醸成するのか、その理由が私には皆目見
当が付かない（94）。」

　また、公益信託の委託者に当事者適格を認
める立場のリステイトメントも、こうした考
え方を受け入れている。信託リステイトメン
ト第 ３ 版は信託法のテキストから次のように
引用している：

「委託者に自らの信託を執行する当事者適
格を認めれば、そうした信託の設定を考え
ている委託者は、自らが設定した条件の遵
守を主張することができると知って、実際
に信託の設定をこれまで以上に行うように
なるであろう（95）。」

Ｃ．当事者適格拡大に対する慎重論
　ここまで見てきたように、公益信託の委託
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者は自らが行う寄付に条件を付すことがで
き、その条件が実行されることに利益を有す
るとされる。そしてその利益は、以前は認め
られなかったが、次第に当事者適格の基礎と
なる「具体的な利害」として認められるよう
になってきた。
　また、これまで公益信託を執行する訴訟を
提起する排他的権限があるとされてきた司法
長官にはその執行活動の問題点が指摘され、
その権限は排他的ではないとされるようにな
り、代わって執行への適切な関心を持つとさ
れる委託者に、当事者適格が認められるよう
になってきたのであった。

　1.　委託者への当事者適格付与に対する慎
重な態度

　こうした流れからすれば、当該公益信託に
最も関心を有するであろう委託者（寄付者）
には、常に全面的に当事者適格が認められて
も良いように思われる。委託者への当事者適
格の付与は学説においても根強く主張されて
きた（96）。
　しかしながらアメリカでは、こうした寄付
者の当事者適格の拡大に慎重な様子も見て取
ることができる。実際に現在においても、公
益信託の委託者に当事者適格を認めていない
法域さえある（97）。たとえばコネティカット
州最高裁は、伝統的な判例法の立場を維持し
ており、権利を留保していない限り委託者に
当事者適格は認められないとしている（98）。
　また委託者の当事者適格を認める場合であ
っても、そこには一定の制約が課されること
がある。たとえば、委託者に当事者適格を認
める前提として、司法長官が執行活動をしな
いことが求められる場合も見られる（99）。ミズ
ーリ州控訴裁判所は次のように述べている：

　「［被上訴人］による条件違反について、
司法長官が知らされていたことすら示す記
録はないのである。［上訴人］は明らかに、
この問題に関して司法長官の関与を得よう

としておらず、自らの利害に基づき直接に
裁判所に持ち込んだのであった。司法長官
が寄付者の利害を十分に代表しないときが
あるのは確かであるが、本件でそうである
と言うことは示されていないし、コモン・
ローを拡張して［上訴人］に対し当事者適
格を付与する理由も見当たらない（100）。」

　さらに信託リステイトメント第 ３ 版も、権
限の留保がない場合にも公益信託の委託者に
当事者適格を認めているが、それに ３ つの条
件を課している（101）。 1 つ目に、委託者に当
事者適格が認められるのは、資金を公益目的
とは異なった事柄に振り向けることを差し止
め（102）、そうした信託違反に対して原状回復
を図る場合のみである。これは、あまりにも
ひどい違反があるといった例外的な場合を除
き、日々の運営に関する事柄には当事者適格
は認められないことを意味する（103）。
　条件の 2 つ目として同リステイトメント
は、多くの寄付者がいる場合には、当該信託
全体の資金に対して大口の寄付者 1 人のみが

「特別の利害」を有するとしている。
　そして ３ つ目の条件として、異なる定めが
ない限り、委託者の当事者適格は一身専属と
する（104）。つまり、委託者の当事者適格は相
続などにより承継されるものではないとい
う（105）。実際、公益信託の委託者に当事者適
格を認める判例においても、その範囲を委託
者本人に限定する場合が見られる。公益信託
に関して執行不足という問題があるのであれ
ば、執行活動を行う人の範囲を拡大する方が
そうした不足を補うことができるであろう。
しかし、委託者自身には当事者適格を認めた
としても、それを超えて委託者の代理人や相
続人、家族・親族などに当事者適格を拡大す
ることに難色を示す判例も見られるのであ
る（106）。

　2.　委託者の当事者適格を制限する理由
　では、なぜ公益信託の委託者に全面的かつ
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無条件に当事者適格を認めることには慎重な
立場が取られているのだろうか。先に述べた
ように、歴史的に公益信託に関する過小執行
が問題となってきたのであれば、間口である
当事者適格は広く確保しておいた方がよいよ
うにも思われる。なぜ、違法行為が行われて
いるか否かにかかわらず、門前払いをするよ
うな制限をかけ続けるのだろうか（107）。
　元来、公益信託に関して当事者適格が制限
されてきたのは、公益目的で提供された資源
が浪費されることへの懸念からであった（108）。
それが司法長官に限定されてきたのも、濫
用的な訴訟が繰り返され、それによって資
源が浪費されることを防ぐためであった（109）。
1985年のニューヨーク州最上級裁判所の判決
は次のように述べている：

　「通常、公益信託または公益法人の受託
者の行為について争う当事者適格は、司法
長官に限定されている。それは、当該問題
に有形の利害（tangible stake）を有さず、
適切な調査も行っていない無責任な当事者
による嫌がらせ的な訴訟を防ぐためであ
る（110）。」

　当事者適格を制限することで、受託者を嫌
がらせ訴訟から保護することができ（111）、ひ
いては“受益者”であるコミュニティの保護
にも繋がると考えられたのである。
　そして、司法長官の執行活動に対する問
題が指摘されるようになった近年において
も、依然として濫用的な訴訟による公益的資
源の浪費という懸念から、委託者に当事者適
格を認めることに慎重な立場が主張されてい
る（112）。先に言及した事案で（113）、ニューヨー
ク州の上訴裁判所は次のように述べている：

　「本件で、親戚にそれぞれの区画や墓に
関する訴訟の提起を認めると、終わりなき
訴訟を招き、実質的に信託財産を枯渇させ
ることになる。したがって、問題となって

いる公益信託の執行は、司法長官に委ねる
のが最も適当である。それは信託資産を、
金銭を消耗させる多くの訴訟にさらすこと
がないようにするためであり、広範で曖昧
な受益者を基礎として公益信託に対する多
数の訴訟を開始するのを認めるような先例
となるのを避けるためでもある（114）。」

　また、上述した Smithers 判決において、
反対意見を述べた Friedman 裁判官は次のよ
うに指摘する：

　「当事者適格が一般的に司法長官に限定
されていると判示するとき、裁判所は、
限定された当事者適格が当該訴訟の結果
に財産的利害（tangible stake）を有しな
い当事者による『濫用的訴訟（vexatious 
litigation）』から公益的組織を保護するた
めに必要であると指摘してきた。多数意
見は、Smithers 夫人の動機が利他的なも
のであるために（この点は私も賛同する
が）、こうした懸念は彼女には当てはまら
ないと信じているが、我らの最上級裁判所
が明確に述べてきた、限定された当事者適
格ルールは予防的なものであって、その訴
訟を開始した当事者の主観的な動機をケー
ス・バイ・ケースに審査することを認める
ものではない。むしろ、当事者の実際の利
害に焦点をあてるものであり、本件では
Smithers 夫人自身が認めたように、彼女
は当該訴訟の結果として個人的に全くもっ
て何も得るものはないのである（115）。」

Ⅲ．考察：公益信託の課題とは？

　以上、アメリカにおける公益信託の執行に
関する訴訟の当事者適格の展開について見て
きた。本節では、こうした展開について考察
を行った上で、そこから浮かび上がる公益信
託の課題について、いくつか指摘を行う。
　以上の公益信託における当事者適格の展開
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から見えてきたのは、私的に所有される資産
を如何に公益目的のための利用へと促すこと
ができるか、そして一旦公益目的に提供され
た資産を如何に維持するか、という公益信託
の課題であった。そしてその課題の中で、公
益のために寄付をした者の“思い”に対する
信頼と同時にそれへの懐疑がある中で、バラ
ンスを取ろうと揺れ動く様であった。

Ａ．公益信託の課題：「信頼ままならない世界」
で公益への資産利用はどう促進すべきか？

　1.　これまでのまとめ：公益信託に関する
当事者適格の議論状況

　委託者に当事者適格を認めようとする立場
は、寄付の促進という目的から、それを認め
る議論をしていた。せっかく公益のために資
産を提供しても、条件が守られない可能性が
あり、しかもそうした“裏切り”を知ったと
しても自らに矯正する手立てがないとなれ
ば、そもそもにおいて公益のために資産を提
供しなくなってしまうのではないか。そうし
た考えから、委託者が安心して寄付を行える
ように、寄付が完了した後でも委託者に公益
信託の執行に対する関与を認めようとしてい
た。つまり、委託者への当事者適格の付与は、
潜在的な寄付者が有する私的な富を、公益目
的のために少しでも多く支出してもらうため
の 1 つの策としての側面があったのである。
　一方で、委託者への当事者適格付与に慎重
な立場は、濫訴による資源の浪費という観点
からそれを主張していた。公益信託において
当事者適格を限定してきた理由は、何の金銭
的な利害もない者による嫌がらせ的な訴訟の
抑止というものであった。せっかく公益のた
めに提供された資産が、「濫訴」によって消
耗し浪費される懸念から、そもそもにおいて
訴訟を抑制すべく、それを提起できる人の範
囲を限定しようとしてきたのである。こうし
た主張の前提には、金銭的な利害のない者は
適切な調査もせずに嫌がらせのための訴訟を
提起する可能性が高いとの考えが見て取れ

る（116）。寄付をする者であっても、そうした
訴訟を提起する可能性が高いとして、委託者
やその承継人などに当事者適格を拡大してい
くことには慎重な態度が採られているのであ
った。つまり、こうした当事者適格の制限は、
一旦公益目的で提供された資産を、その公益
目的のために維持し有効活用していくためで
あったといえる。

　2.　信頼ままならない世界で信頼を確保す
るために

　こうしたそれぞれの主張を見てくると、公
益信託というまさに“信頼”を基礎にする世
界において、一方でそれがままならないこ
ととして理解されていることが見えてくる。
信託はその始まりにおいて、「信頼して（in 
trust）」受託者に財産を譲渡することであっ
た。一方で、受託者がその信頼を裏切ること
への対応が信託法の課題であった（117）。つま
り、信頼ままならない世界において如何に信
頼を維持・醸成していくか、それが信託法の
課題なのである。
　これは公益信託においても同様であった。
委託者（寄付者）は公益目的のために、受託
者を信頼して財産を譲渡する。しかしながら、
受託者が寄付の条件に従った運用をしない場
合があり、それへの対応が問題となるのであ
る。

　⒤　信頼ままならない司法長官
　そこで、信頼を取り戻すために、受託者の
裏切りに対する抑制を託されたのが司法長官
であった。特定の受益者がいない公益信託に
おいて、司法長官は古くから受益者たる公の
代表として、それを執行する訴訟を提起する
権限を委ねられてきたのである。
　しかし近年、その司法長官も信頼ままなら
ないと考えられるようになってきた。司法長
官は、特定の公益信託に対し、それを適切に
執行する関心も資源も不足しているというの
である。そのためモニタリング不足となり、
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受託者の裏切りへの対応が不十分ともなりか
ねない。さらには、政治的なポジションにあ
る司法長官は、当該公益信託の目的とは異な
った“不純な動機”によって活動するかもし
れない。

　ⅱ　“思い”への信頼と信頼ままならない
委託者

　こうして、司法長官も信頼ままならないと
して、公益信託に資産を提供した委託者（寄
付者）に当事者適格が認められるようになっ
たのである。公益のために寄付をした委託者
は、自らの寄付が自らの意図に従って適切に
利用されることに「期待」を持つであろう。
そうした「期待」への信頼から、公益信託の
委託者に当事者適格は付与されてきた。
　しかしながら、その寄付者に対する信頼も、
完全なる信頼というわけではなかった。伝統
的に司法長官に当事者適格が限定されてきた
のは、財産的な利害を持たない寄付者の“思
い”に対する不信感からであった。寄付者が
提起する訴訟は濫訴の可能性が高いとの警戒
感が示されてきたのである。この懸念は、委
託者の当事者適格が認められるようになって
きた近年においても、消え去ってはいない。

　ⅲ　信頼ままならない裁判所の自己抑制
　さらには、当事者適格の制約からは、訴訟
という解決策に対しても完全なる信頼が寄せ
られているわけではないことも見えてきた。
信託においては当初から、裁判所の後見的な
役割が重要であった。現代においても、信託
を監督するのは裁判所の役割である。公益信
託においても、最終的な監督権限を持つのは
裁判所である。訴訟の提起は、まさにそうし
た裁判所の目を当該信託に向けさせるという
意味を持つ。そうであれば、実際に受託者の
裏切りがあるかどうかを決定する裁判の間口
は広くとっておくべきようにも思われる。
　しかしながら、アメリカでは当事者適格を
拡大することにはなおも慎重な態度が示され

ている。訴訟は監督機能を果たす一方で、そ
れには費用がかかる。そのため、訴訟に資源
を使うことで、本来使うべき公益目的に資源
を使えなくなってしまいかねない。こうした
ジレンマの中で、アメリカでは当事者適格を
限定することで、訴訟という問題解決手段を
制限していたのである。これは、実際に裏切
り行為があったとしても、それを矯正する手
段を封じてしまう可能性をも持つ。それでも、
訴訟への間口を“予防的に”狭めていたので
あった（118）。

　ⅳ　チェック＆バランス
　このように見ると、公益信託における当事
者適格の問題もまた、信頼ままならない世界
において如何に信頼を維持・醸成していくか
という問題に他ならない。そしてそこでは、
司法長官や委託者、さらには裁判所といった

“誰か”を絶対的に信頼するのではなく、い
ろいろな立場のアクターに道を開き、その抑
制のもとにバランスを取ろうとしていること
が見えてくる。公的な目的に提供される資源
を増やし、一旦提供された資源をその目的の
ために維持・有効活用していくためには、誰
にどれだけの関与を認め、どのような抑制と
均衡を図ることが信頼に足るのか、それこそ
がここでの問題なのであった。

Ｂ．“思い”と“公益”の関係：支配と慈善
は両立するのか？

　信頼ままならない世界において信頼を取り
戻そうと、公益信託における当事者適格は展
開してきた。しかしながら、こうした展開の
中で、果たして公益信託の意味というものは
一定だったのだろうか。言い換えれば、“公
益信託観”というもの自体が変化したのでは
ないだろうか、という問いである。ここでは、
当事者適格における寄付者の“思い”という
視点から、公益信託観の変遷について考察す
る。
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　1.　「慈善」から「支配」へ
　委託者の“思い”という視点から見た場合、
伝統的な考えにおいては、委託者には“寛容
さ”が求められていた。伝統的な公益信託に
おいては、委託者には当事者適格が認められ
ていなかったので、委託者が一旦財産の移転

（つまりは寄付）を完了したならば、受託者
が信託条項に反した運用を行っていても、自
らそれを訴え出て矯正するという手段はなか
った。つまり、ある“思い”から公益目的の
寄付を行い、たとえその“思い”が実際には
受託者によって尊重されなかったとしても、
委託者はただ見ているしかなかった（119）。寄
付は寄付であり、公益信託はまさに受託者へ
の信頼に基づいた「無償の慈善」だったので
ある。
　これに対して近年の傾向は、委託者による

「支配」の強化であった（120）。委託者に寛容を
求めるのではなく、委託者の寄付という“寛
容さ”に対する“代償”として、委託者には
自らによる公益信託の執行を認めたのであ
る（121）。その前提には、委託者の支配強化が、
寄付へのインセンティヴを増すことで公益目
的への資源の流れを促進し、そしてモニタリ
ングの強化によって設定された公益目的での
資源の活用が確保されるとの考えがあった。
ここからは、委託者の受託者に対する信頼と
いう旧来の公益信託観から、寄付者の“思い”
への信頼という公益信託観への変遷を見てと
ることができるだろう。

　2.　公益信託観の変遷からの疑問
　こうした公益信託観の変遷があったとする
と、1 つの疑問が湧く。それは、果たして“公
益”と寄付者の“支配”は両立するのかとい
う問題である。これは具体的に 2 つの疑問を
提起することになる。
　 1 つ目は、そもそも“支配”の強化は寄付
を促進するのかという疑問である。委託者の
当事者適格を拡大する主張は、寄付へのイン
センティヴとして寄付者の“思い”の強さを

利用しようというものであった。つまりその
前提には、寄付者の支配強化により、寄付が
促進されるとの考えがある。
　しかし、果たしてそれはそうなのかという
疑問である。慈善であるからこそ寄付がなさ
れるのであり、“支配”の強化はむしろ、公
益目的の寄付を減じることにはならないのだ
ろうか（122）。これは、実証的な検討課題でも
ある。そしてこれはさらに、「人はなぜ寄付
をするのか？」という根源的な問いへも繋が
っていくだろう（123）。
　 2 つ目の問題として、“支配”の強化は、“公
益”を達成するのかという疑問である。委託
者への当事者適格の付与は、寄付者の支配に
よって寄付へのインセンティヴが高まり“公
益”に流入する資源が増え、そしてモニタリ
ングの強化により“公益”目的での資源の利
用が確保されるとの前提に立っている。しか
しながら、果たして寄付者の強い“思い”は

“公益”を達成するのかという問題がある（124）。
　これは言い換えれば、寄付者の“思い”は、
時に“公益”から離れる可能性はないのだろ
うかという疑問である。委託者への当事者適
格付与において主張されていた、司法長官が
必ずしも“公益”を実現しないという問題と
同様、寄付者に強い思い入れがある場合に、
その寄付者の指示や監督が、必ずしも“公益”
とは合致しない可能性もあるのではないだろ
うか（125）。たとえば、世界的な名画の数々の
寄付にあたり、寄付者が事細かに定めた“独
自の”教育哲学に基づく美術教育のためだけ
にそれを利用可能とし、広く一般への公開を
禁じていたとする（126）。もちろん、こうした
制約があっても公益信託の文脈での“公益”
ということもできるだろう。しかし、世界的
な名画の数々を多くの人が直に見る機会を奪
いかねない条件は、もっと大きな意味での“公
益”とはいえないという議論も成り立ちうる
のではないだろうか。もしそうであるならば、
委託者の支配を強めることが常に“公益”に
合致すると言えるのか、議論の余地のあると
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ころのようにも思われるのである。
　この問題は結局のところ、一体“公益”と
は何か、そしてそれは誰が決めるのか、とい
う究極の問題へとつながっていく。公益信託
の当事者適格の問題は、「私的」に所有され
ている富を「公的」目的に利用しようという、
微妙なバランスの上に成り立つ制度の難しい
局面が顔を出す場面なのである。

Ｃ．公益信託における寄付者と受託者の関係
性：契約的理解に対する疑問

　寄付の代償として委託者に支配権を付与す
る考え方には、それまでの信頼を基礎とした
公益信託観から、当事者双方の自己利益の追
及という契約的な公益信託観への転換を見て
取ることもできるだろう。実際に、委託者へ
の当事者適格付与は、信託を契約的に理解す
る主張と符合する流れでもある（127）。
　しかしながら、もしも委託者と受託者の関
係を契約的に捉えるならば、その契約が効率
的になる前提条件として、当事者間の対等性
が必要となるように思われる。情報や使える
資源に関して当事者間に非対称性があれば、
当事者間で「自由に」交渉して締結された契
約は効率的にならない可能性がある。だから
こそ、消費者契約のように当事者間の自由に
委ねられない領域が正当化される。そう考え
ると、公益信託を契約的に捉え寄付者の支配
を強化するにあたっても、委託者と受託者の
間にこうした非対称性がないかという問題が
出てくるだろう。
　冒頭で取り上げた、日本における公益信託
の改正を例に考えてみよう。委託者が美術館
や博物館を受託者として、美術品などを信
託することが想定されていた（128）。委託者は、
資源に乏しく自らでは管理できないために所
有する美術品を信託したいと考える場合もあ
るだろうが、一方で資産に余裕があり節税目
的などで寄付をしたいと考える場合もあるか
もしれない。しかしながら、今日の我が国の
多くの美術館や博物館は、人的にも資源的に

も脆弱であり、その不足に苦悩しているとい
う現状がある（129）。
　そういった現状を考えると、こうした信託
においては、委託者の方が強い立場にあり、
他方で受託者となる美術館や博物館は非常に
弱い立場にあるとも言える。美術館や博物館
は委託者の“思い”に応えたくとも資源不足
から必ずしもその“思い”に応えきれない場
合も出てくるであろう。そうした状況下では、
委託者の支配強化はかえって非効率な資源の
利用を促すことにもなりかねないのではない
だろうか。こうした委託者と受託者の非対称
性が顕著な場合には、委託者による支配強化
は必ずしも完全なる形で与えられるべきでは
ないようにも思われるのである。

おわりに

　以上、アメリカの公益信託において、委託
者の“思い”はどのように扱われてきたの
か、当事者適格という文脈から分析を行って
きた。そこでは、行政であれ受託者（専門家）
であれ、果ては裁判所であれ、どれか 1 つを
絶対的に信頼するのではなく、寄付者の“思
い”も利用しながら、信託違反の抑制を図ろ
うとする現状が見えてきた。如何にバランス
を取るかは経験を通して徐々に調整していく
ことが求められるけれども、こうした抑制と
均衡による分散的な制御メカニズムの必要性
が示されていた。
　しかし、寄付者の当事者適格を認めるよう
になってきたアメリカにおいても、寄付者の

“思い”に対しては依然として警戒感が示さ
れている。寄付者の熱い“思い”は時として
害になりうるというのが、彼の国の経験なの
である。
　日本では美術品を信託財産とすることが検
討されているが、現状において我が国の美術
館や博物館は、人的にも資源的にも脆弱で厳
しい状況にあると言われる。その中で、寄付
者の熱い“思い”を保護することで美術品の
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展示が促進される可能性はある一方、過度に
信頼すれば、かえって美術館の閉鎖など美術
品の普及を妨げることにもなりかねないので
はないだろうか。そうであれば、寄付者の“思
い”には多少の“寛容”を願う必要もあるだ
ろう。
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v. Bayside Cemetery, 114 A.D.3d 162, 169 

（N.Y. App. Div. 2013）.
（58） 信託リステイトメント第 ３ 版も、ほと

んど同じ記述をしている。Restatement 
3d §94 cmt. e.

（59） Ca r l  J .  He r z og  Founda t i o n  v . 
University of Bridgeport, 699 A.2d 995, 
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